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発案の原点は結核患者管理制度

• 患者を登録し、治療中から治療終了後も一定期
間再発の有無を観察する制度。昭和36年度から

実施

• 昭和33年に厚生科学研究費（班長：御園生圭介

予防会調査部長）で仕組み、諸様式、用いる分
類などを検討

• 昭和34年から命令入所の枠の拡大と共に全国1/4
の保健所で試行

• 昭和35年に新たに1/4保健所を追加、その経験で

内容を修正

• 昭和36年から全国で実施



それまでの制度

• 昭和26年制定の結核予防法で、結核患者の保健

所への報告は医師の義務

• 結核患者は患者の居住地を管轄する保健所に登
録され、これがないと医療費の公費負担が受け
られなかった

• 登録の仕方については規定がなく、二重登録も
かなりあった



制度開始当時の結核患者登録票

• コンピュターはまだ実用段階でない

• 有病率が1％程度あり、保健所単位でも実数では

かなりの結核患者がいた

• 登録票と保管箱にあまり経費がかけられなかっ
たため、木製の箱を使用

• 登録患者索引簿を作って二重登録を防止（姓で
読み間違えそうなのは、いくつも索引簿に掲載）

• 1962年以降の罹患率減少速度の増加には、二重

登録の現象が貢献？



登録結核患者の統計

• 昭和36年度は、保健所ごとに集計表を作り、都

道府県が取りまとめて、結核研究所へ送付

• 結研ではそれを手集計

• 昭和37年からは、同じ作業を厚生省統計調査部

が担当し、保健所別に、新登録結核患者、年末
活動性患者、年末結核登録者についての集計表
を都道府県を通じて集め、それを製表



用いた指標

• 年間新登録患者数、年末結核登録者を活動性結
核患者、不活動性、病状不明に分けて、年齢階
級別、保健所、都道府県単位で集計

• 新登録患者、年末活動性患者は、肺結核と肺外
結核に分け、さらに肺結核を感染性（広汎空洞
型とその他）に分けた

• 年末活動性患者については、受療状況（入院、
在宅医療、医療なし、不明）別に集計

• 年齢階級は、0－4、5－9、10－14、15－19、
20－29、30－39、40－49、50-59、60-69、70-
で集計



1975年から活動性分類を改定

• 肺結核感染性を、塗抹結核菌陽性、その他で菌
陽性、その他）に区分。菌検査成績による区分
を始めて導入（菌検査成績の導入には、1963年
以降結研で行ってきた国際研修、1973年東京で
開催した第2回国際結核会議の影響大）

• 1975年からマル初の適応を15歳以下まで拡大。

年末統計にその数を再掲するようにした。



結核管理図の提案

• 昭和49年10月に福島市で行われた公衆衛生学会
の特別講演で、「昭和48年度結核実態調査から
見た今後の結核対策」を担当

• 最後の実態調査成績を基本に、今後の結核対策
を提案

• その中で、サーベイランス事業の重要性を指摘
し、結核登録者の年末報告の数字を基にして、
47都道府県の値の平均と標準偏差を求め、これ
を図示し、これに各都道府県あるいは保健所の
値を記載して、全国値と比較することを提案

• 形は円形を使用



結核管理図提案の背景

• 年末結核統計のデータを活用するにはどうした
らよいか

• 結核対策は、全国一律的な対策から、蔓延状況
に応じた対策への転換期（1974年に小中学生の
検診の削減、BCG接種の定期化を実施）

• 結核の蔓延状況の把握も、実態調査から結核登
録者統計重視への転換期



管理図の形式

• 1974年は円形

• 1975年から指標を縦に並べ，各指標の値を横に

示す様式に転換

• 1985年には沖縄県のみ現在のパターンで提示

• 1987年の結核サーベイランス体制全国導入後は

現在のパターン

• 指標の項目も逐次改定
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1987年のコンピュターを用いる結核サー

ベイランスの導入

• 1987年1月から、全国の保健所、都道府県・政
令指定都市と厚生省、結研をコンピューター・
オンラインで結ぶ結核サーベイランス事業を開
始

• 保健所は登録された結核患者の情報をコンピュー
ターに入力

• 保健所は毎月プライバシーを除いたデータを都
道府県・指定都市と厚生省に送付

• 伝送データは磁気テープで結研に送付、製表，
分析を実施



当時なぜ結核サーベイランスが必要か

• 結核問題の大きさ：慢性感染症で減少が遅く、
当分大きな公衆衛生上の問題として残る

• 一般医師の結核への関心の低下：診断の遅れが
憂慮され、その実態把握と対応が必要

• 結核専門家の減少、老齢化：結核管理の水準維
持が困難となる

• 保健所業務の多様化：結核管理に使える人手と
時間の縮小



この事態に対する対応策

• 日本より一足先に同様な状態に直面した欧米諸
国では、結核サーベイランス体制を確立して対
応

• 日本では1975年以降沖縄県でコンピュターを利
用する結核サーベイランスをモデル事業として
実施

• 1987年からの実施は適切な対応。あと1年遅れ
ればエイズ問題の重大化などで予算措置が不可
能だった恐れあり

• この導入で、地域に実情に合った対策の実施が
可能



なぜオン・ライン・サーベイランスが必要か

• 結核は慢性感染症であるが、対策は迅速、的確
に行う必要あり。特に集団感染の場合

• 今までの年末報告は結果が出るのが遅く、統計
表の数も限られていた（手集計の限界）

• データの分析は保健所が行い、都道府県・指定
都市は保健所を支援、国は都道府県を支援する
のが本来の形

• いまや情報化、コンピューターの時代、保健所
活動も多様化し、コンピューターの導入は必至
（当時コンピューターは贅沢品という考えがな
いでもなかった）



以後の結核サーベイランス事業
の発展は、疫学グループの尽力、

活躍に負うこと大。
ご苦労に感謝しています。
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